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４ 

 

第４章 

施策の展開 
 

１ 生活支援 
 

【現状・課題】 

今後の暮らしの意向について、障害者アンケート調査では［家族と一緒に暮らしたい］、障

害児アンケート調査では［自立してアパートやマンションなどを借りるなどして暮らしてほ

しい］が最も高くなっています。地域で家族と共に、または一人で生活できるような支援が

求められます。一方で家族等の介護者は、約半数が介護に負担を感じており、サービスの利

用などにより負担の軽減を図る必要があります。 

 今後利用したいサービスは、身体障害者手帳所持者で［短期入所］、療育手帳所持者で［短

期入所］［計画相談支援］、精神障害者保健福祉手帳所持者で［就労継続支援Ａ・Ｂ型］、手帳

所持なしで［自立訓練（機能訓練・生活訓練）］がそれぞれ最も高くなっています。障害者が

安心して暮らせるよう、多様なサービスの充実が求められますが、ヒアリング調査によると、

円滑な事業運営を進めていく上での問題は［従事者の確保が難しい］が最も高く、人材の確

保が課題となっており、事業所と連携した対策が求められます。 

サービスの利用や、周囲から支援を受けるには、適切な相談支援や情報提供が重要です。

障害者アンケート調査によると、悩みごとの相談相手は、［家族・親族］が最も高く、次いで

［病院などの医療機関］となっています。手帳別でみると、療育手帳所持者で［施設や事業

所の職員］［相談支援事業所］、精神障害者保健福祉手帳所持者で［病院などの医療機関］が

他と比べて高くなっています。また、情報の入手については［広報や市のリーフレット］が

最も高く、次いで［医療機関を通じて］となっています。障害の特性などにより、最適な情報

提供方法は異なるため、多様な手段での情報発信が必要です。また、障害者の視点に立った

支援を行うために、意思疎通支援の取り組みも求められます。 
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方向性１ 相談支援の充実 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 

事業 取り組み内容 

身近な相談窓口体制

の整備 

基幹相談支援センター＊や相談支援事業所等により、全障害に対

応した総合的で専門的な相談支援を行います。 

相談支援体制の強化 

市内の相談支援事業者に対し、同行訪問やケース会議等による専

門的な指導や、相談機関間の連携強化を図り、地域の相談支援体

制の強化を図ります。 

地域自立支援協議会

の充実 

基幹相談支援センター＊により地域自立支援協議会の作業部会の

運営を行い、地域の課題について協議を進めます。 

 

 

方向性２ 地域生活を支援するサービスの提供 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 

事業 取り組み内容 

障害福祉サービス等

の充実 

障害福祉サービスや地域生活支援事業などのサービスが、必要と

する人に適切に提供されるよう、事業所に対し実地指導や第三者

評価の推進を行いサービスの質の向上を図るとともに、障害福祉

サービス事業所の整備についての補助事業を活用した新規事業

者の参入促進を図る等、提供体制の充実を図ります。 

また、障害者の高齢化に向けた共生型サービスの充実など、地域

で必要となるサービス提供体制の充実について検討等を行いま

す。 

福祉人材の確保・養

成と資質の向上 

地域のニーズに応じた専門的な人材育成や確保のため、基幹相談

支援センター＊での研修や、多職種間の連携、職場の改善等を進

めます。 

障害者支援施設等か

らの地域生活への移

行支援 

地域相談支援事業や共同生活援助事業等の活用により、施設入所

者を希望に応じて地域で生活できるよう支援します。 

地域生活支援拠点等
＊の強化 

地域の障害者の安心・安全のため、地域生活支援拠点等＊の強化

や定期的な運用状況の検証を行います。 
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方向性３ 情報バリアフリー、意思疎通支援の推進 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 

事業 取り組み内容 

意思疎通支援の充実 

研修や講座の実施等により、手話通訳者、要約筆記者、点訳等、

各種奉仕員等の確保・育成を行い、視覚障害者や聴覚障害者のコ

ミュニケーションを支援します。また、手話言語条例を制定し聴

覚障害の有無に関わらず意思疎通を図ることができる社会を目

指します。 

誰もが使いやすい情

報の提供 

必要な人に必要な情報が届くよう、障害の特性や年齢等を考慮

し、ホームページ等のユニバーサルデザイン化を推進するととも

に、広報などの紙媒体、音声ガイドなど、多様な手段による情報

提供を行います。 

特に市民生活や福祉事業所の運営に重大な影響を及ぼす災害や

感染症などが発生した場合には、国や県、保健所等と連携し、必

要な情報を的確かつ速やかに提供します。 
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２ 保育・教育 
 

【現状・課題】 

障害児アンケート調査によると、障害者手帳をはじめて交付されたのは［生まれてから幼

児期まで（小学校入学前まで）］が最も高くなっています。また、障害等に気づいたきっかけ

は、［家族が気づいた］が最も高く、次いで［定期健診（乳幼児健診）］となっています。［医

師から］［保育所・幼稚園・学校の先生から］といった回答もみられるため、多様な関係機関

が連携し、障害等を早期に発見し、療育につなげていくことが求められます。 

障害児アンケート調査によると、悩みごとについては、［お子さんの育児や療育・教育のこ

と］が最も高く、次いで［外出や移動のこと］となっています。また、相談相手は［家族・親

族］が最も高く、次いで［お子さんと同じ障害を持つ友人・知人］となっています。ヒアリン

グ調査では「保護者から、『どこに相談に行けばよいかわからない』という声がある」「気軽

に利用できる相談窓口が不足している」といった意見があげられているため、ピアカウンセ

リング＊等も含めて障害児への相談支援体制を充実させることが必要です。 

ヒアリング調査では“保育所、幼稚園、児童発達支援”から“小学校、放課後等デイサービス”

など、ライフステージの変化に応じた切れ目のない支援の充実が求められています。保育、

教育、福祉が連携し、一貫した療育支援体制を構築していく必要があります。 

教育については、平日の日中過ごす場所として、［小・中学校の特別支援学級に通っている］

が最も高く、次いで［特別支援学校に通っている］となっています。通園、通学での困りごと

は、［特にない］を除き、［園や学校が遠い］が最も高く、次いで［授業や活動についていけな

い］となっています。また、ヒアリング調査では、特別支援学校の入学希望が多くなってい

る、という実態があげられていますが、個々の障害の特性や能力を踏まえながら、インクル

ーシブ教育＊の視点に立ち、障害の有無に関わらず子どもが共に教育を受けられる環境をつく

ることも重要です。 
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方向性１ 障害等の早期発見と障害児支援の推進 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 

事業 取り組み内容 

各種健診や相談の実

施 

乳幼児健診や健診後の相談、教室等を実施し、必要に応じて早期

に療育へとつなげます。 

障害児支援体制の構

築 

乳幼児健診、保育所や幼稚園、学校等と連携し、障害児や発達の

グレーゾーンの児童や保護者に対し、一貫した支援を行います。 

障害児通所支援事業

等の実施 

障害児相談支援事業等の実施により、適切な障害児通所支援事業

の利用を推進します。 

医療的ケア＊児、重症

心身障害児＊への支

援体制の確保・充実 

医療的ケア＊児や重症心身障害児＊のニーズを把握し、総合的な

支援体制の構築及び関連分野の支援を調整するコーディネータ

ーを配置します。 

児童発達支援センタ

ー＊の確保・充実 

児童発達支援センター＊開設の支援を軸に、児童発達支援センタ

ー＊が障害の重度化や重複化に対応できるよう、障害児通所支援

事業や関係機関等との連携を強化します。 

保護者支援の充実 

各機関における専門的な相談対応だけでなく、障害児の保護者に

よるピアサポーター＊の活動支援やペアレント・プログラム＊等

を実施し、障害児の保護者に対する相談等支援の充実を図りま

す。 

障害児を取り巻く環

境課題の検討 

地域自立支援協議会のこども部会で、障害児支援に対する情報共

有や協議を行います。 
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方向性２ 特別支援教育の推進 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 

事業 取り組み内容 

共生教育の実施 
通級指導教室の実施や、教育環境における合理的配慮の推進等に

より、障害の有無に関わらず、共に学習できる環境を整備します。 

個別の指導計画等の

作成 

障害のある児童・生徒の個々の状況に応じた教育指導や支援を行

うため、本人や保護者の意向を考慮した個別の教育計画、支援計

画の充実を図ります。 

教育・福祉の連携体

制の構築 

福祉事業所等と教育現場が連携し、障害児通所支援利用児童の情

報共有や個別ケースの検討などを行います。またＩＣＦ情報把

握・共有システム＊を活用し、家庭・教育・福祉の連携を図りま

す。 

就学・教育相談の充

実 

障害のある児童・生徒の保護者が適切に教育相談等を受けられる

よう、福祉課、こども課、学校教育課等が連携し相談支援体制の

充実を図ります。 

特別支援教育を担う

人材の確保・育成 

教員に向けた障害理解のための研修等の実施や、特別支援教育コ

ーディネーター＊等の配置などにより、障害の特性にあった教育

の実現を図ります。 
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３ 保健・医療 
 

【現状・課題】 

障害者アンケート調査によると、医療で困ったことや不便に思ったことについて、［困って

いることはない］を除くと［気軽に往診を頼める医師がいない］が最も高く、次いで［障害

（疾病）のために症状を正確に伝えられない］となっています。ヒアリング調査では、医療

機関の障害理解の促進や、医療と福祉の連携が求められています。特に知的障害者や精神障

害者については、症状を正確に伝えることに困難を抱えているため、医療関係者の障害の特

性を理解した対応や、本人に対するコミュニケーションの支援が求められます。 

 障害者の地域生活への移行が進む中、精神障害にも対応した地域包括ケアシステム＊の構築

が求められています。ヒアリング調査では、精神科の医療機関や、当事者会や家族会の活動

の不足、精神障害に対する理解促進が課題となっています。 

 障害者が利用しやすい医療体制の充実を図るとともに、障害や疾病の早期発見や重度化の

防止のため、すべての市民が心身の健康管理を意識し、定期的な健診・検診の受診や健康に

関する相談対応を進めていくことが求められます。 
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方向性１ 障害等の早期発見及び医療体制の充実 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 

事業 取り組み内容 

各種健診や相談の実

施 

疾病の早期発見・早期対応のため、健診、がん検診等の受診を促

進し、結果に応じた相談支援を行います。 

保健・医療機関との

連携 

障害や病状に応じた適切な相談体制・支援体制を構築するため、

保健所や医療機関等と福祉関係者との連携を図ります。 

歯科診療の充実 

歯科治療を受けにくい環境にある人が安心して治療を受けられ

るよう、障害者歯科診療所での診療を行います。また、障害福祉

事業所で適切な歯科検診が受診できるよう支援をします。 

手当・医療費助成等

による医療提供の推

進 

自立支援医療の給付事業や障害者医療費助成事業等の経済的負

担軽減事業を実施し、障害者への医療提供を促進します。 

 

 

方向性２ 精神保健福祉施策の推進 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 

事業 取り組み内容 

精神障害にも対応し

た地域包括ケアシス

テム＊の構築 

精神科病棟がある医療機関やグループホーム等が地域移行に関

する作業部会を組織し、地域課題の検討を行い、普及啓発、相談

支援体制整備、当事者団体を通じた支援等を行います。 

長期入院者等の地域

生活への移行支援 

地域相談支援事業等の活用により、医療機関からの退院支援を行

います。 

居場所づくりの支援 
心身障害者福祉センターにおいて、精神障害者等の居場所支援事

業を実施します。 

当事者活動、家族会

活動等の推進 

精神障害に対する多様な相談体制の充実のため、精神障害の当事

者による相談支援や、精神障害者の家族による相談活動などの推

進を図ります。 
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４ 文化・芸術、スポーツ 
 

【現状・課題】 

障害者アンケート調査によると、今後参加したいスポーツや文化活動は、［特にない］を除

き、［コンサート・映画、スポーツ等の鑑賞］が最も高く、次いで［趣味の同好会活動］とな

っています。また、ヒアリング調査によると、スポーツ、文化芸術活動などに参加し、活躍で

きる機会や場の充実が求められており、障害者向けの講座の実施や、講師の確保、施設の充

実、情報提供等が課題となっています。 

国では、平成３０年に［障害者文化芸術推進法］が施行され、文化芸術の鑑賞機会の提供

や交流を促進することが位置づけられています。また、２０２１年に東京パラリンピックが

開催予定となっており、障害者スポーツへの関心が高まることが期待されます。 

 障害の有無に関わらず、多様な社会参加が実現できるよう、文化芸術活動やスポーツの機

会や場を充実させることが求められます。また、誰もが自らの興味・関心に応じて学び続け

られるような学習環境の整備を図ることが求められます。 
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方向性１ 活動の推進 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 

事業 取り組み内容 

スポーツ活動の支援 
スポーツ団体等と連携し、パラスポーツや障害者と共に楽しめる

スポーツの普及・啓発を図ります。 

文化芸術活動の支援 
障害者の文化芸術活動の促進のため、教室の開催及び情報提供な

どを行います。 

講座等の実施 
心身障害者福祉センターにおいて、スポーツレクリエーションや

文化芸術の振興につながる各種教室や講座等を実施します。 

指導者・ボランティ

アの確保・育成 

スポーツや文化芸術活動への参加を支援する指導者や講師、ボラ

ンティア等の確保・育成を図ります。 

 

 

方向性２ 環境の充実 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 

事業 取り組み内容 

施設のバリアフリー

化 

障害の有無等に関わりなくスポーツ施設や文化施設を利用でき

るよう、バリアフリー化やユニバーサルデザイン化を進めます。 

文化芸術活動等に関

する情報提供 

文化芸術・スポーツ・社会学習・レクリエーション等に関する情

報について、どのような人でも受け取ることができるよう多様な

媒体を通じて発信します。 

講座等への参加の支

援 

障害者が文化芸術等の講座に参加できるよう、募集や参加方法の

配慮、手話通訳者や要約筆記者の派遣などを行います。 

図書館の利便性の向

上 

対面朗読や録音図書、インターネットを利用したサピエ図書館＊

等、障害の特性に応じた資料提供を行い、読書活動の支援を行い

ます。 
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５ 雇用・就労 
 

【現状・課題】 

障害者アンケート調査によると、収入を得る仕事の状況について［働いていない］が最も

高く、次いで［正社員として働いている］となっています。手帳別でみると、療育手帳所持者

で［施設、作業所（就労継続支援Ａ型、Ｂ型）で働いている（福祉的就労）］［正社員として働

いている］、精神障害者保健福祉手帳所持者で［施設、作業所（就労継続支援Ａ型、Ｂ型）で

働いている（福祉的就労）］、手帳所持なしで［自営業で働いている］が高くなっています。今

後の就労意向は［仕事はできない］が最も高く、次いで［わからない］となっています。手帳

別でみると、精神障害者保健福祉手帳所持者で［仕事をしたい］が高くなっています。障害

児アンケート調査によると、１８歳になった時の進路の希望について［学校・大学・専門学

校等への進学］が最も高く、次いで［一般企業への就職］となっています。 

障害者の就労支援に必要なことは［わからない］を除き、［職場の上司や同僚の障害に対す

る理解］が最も高く、次いで［企業の障害者雇用に対する理解］となっています。また、障害

児アンケートでは、将来、仕事に就くために重要なことについて［企業、上司、同僚の理解］

が最も高く、次いで［障害特性に配慮した職場環境の整備］となっています。職場における

障害への理解を促進し、誰もが働きやすい環境を整えていくことが重要です。 

ヒアリング調査では、市内での就労の場の充実が求められ、飲食店や農業など、多様な就

労を充実させることが求められます。福祉的就労についても、様々な障害の特性に対応した

場が必要となっています。 

 国では、［障害者雇用促進法］の改正により、平成３０年より法定雇用率が引き上げられ、

また精神障害者も対象となっています。障害の特性や、個々の能力に応じた就労ができるよ

う、企業等と連携し雇用の場の充実を図るとともに、就労支援事業所やハローワーク等と協

力して、就労支援体制を強化することが求められます。 
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方向性１ 就労機会の拡大 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 

事業 取り組み内容 

企業での障害者雇用

の促進 

企業での障害者雇用を促進するため、障害者を雇用している事業

所への見学会やセミナーの実施、ハローワークと連携した雇用の

機会の確保等を進めます。 

就労支援サービス事

業所の充実 

一般企業等での就労が困難な障害者に、就労機会の提供や就労へ

つながる訓練が効果的に提供されるために、就労移行支援及び就

労継続支援事業所に対し、作業内容の充実、自主製品の販売拡充

等の工賃の向上に向けた方策の検討や、相談支援事業等による適

切なサービスの提供の促進を図ります。 

就労に向けた相談等

支援の実施 

障害者就労相談支援事業や就労定着支援事業所、障害者就業・生

活支援センター＊等との連携により、障害者や障害者を雇用する

企業等に対し、就労促進や、就労後の就労継続に関する相談支援

等を行います。 

 

 

方向性２ 多様な就労環境の整備 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 

事業 取り組み内容 

市役所での障害者雇

用の促進 

障害の特性や障害者個々に適した職場環境の整備を進め、行政職

員としての雇用を促進します。 

農福連携の推進 
障害者の農業分野での活躍を支援し、就労や生きがいづくりにつ

なげるとともに、農業分野の担い手不足の解消を図ります。 

多様な就業機会の確

保 

テレワーク等の柔軟な働き方や自営・起業等、障害者の多様な働

き方を支援するため、障害者就労相談支援事業や、障害者就業・

生活支援センター＊、ハローワーク等との連携を図ります。 

物品購入の促進 
［碧南市障害者就労施設等からの物品等の調達方針］に基づき、

障害者の就労支援施設等からの調達を推進します。 
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６ 生活環境 
 

【現状・課題】 

障害者アンケート調査によると、外出時に不便に感じることについて、［困ることはない］

を除き、［一人で外出できない］が最も高く、次いで［公共交通機関が少ない、利用しにくい］

となっています。障害児アンケート調査では［一人で外出させられない］が最も高く、次い

で［困った時にコミュニケーションが取れない］となっています。また、障害児アンケート

調査によると、支援が必要なことについて［外出（通勤・通学・通院、買い物等）］が最も高

くなっています。ヒアリング調査でも、市内の移動手段の充実や、公共施設のバリアフリー

化の推進が課題となっています。 

障害者アンケート調査によると、介護者の年齢は［７０歳代］が最も高く、次いで［６０歳

代］、［８０歳代以上］となっています。介護者の高齢化が進んでおり、親亡き後の支援が課

題となっています。 

 ヒアリング調査では、親亡き後の支援も含め、グループホームの不足が課題となっていま

す。 

 障害者が就労や余暇活動など、様々な活動に参画できるよう、移動や外出の支援の充実を

図るとともに、道路や公共施設などのバリアフリー化の推進が求められます。また、自立し

て生活することを望む障害者に対して、グループホームをはじめとした住居の確保を支援す

ることが求められます。 
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方向性１ ひとにやさしいまちづくり  
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 

事業 取り組み内容 

公共施設等のバリア

フリー化の推進 

公共施設や公園等を誰もが利用しやすいものとするため、バリア

フリー化やユニバーサルデザイン化を推進します。 

道路改良の推進 
障害者が安全に移動できるよう、歩道の設置等の道路の改良を進

めます。 

公共交通機関の利便

性の向上 

くるくるバスなどの巡回バスや駅周辺の環境整備をはじめ、公共

交通機関の利便性の向上を図ります。 

移動に対する支援の

実施 

福祉タクシー料金の助成や車いす及び車いす専用車の貸出等に

より、障害者の外出や移動を支援します。 

 

 

方向性２ 住環境の整備 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 

事業 取り組み内容 

グループホームの整

備 

事業所開設の補助事業の実施やニーズの把握、地域住民への理解

促進等により、日中サービス支援共同生活援助等の提供を行うグ

ループホームの整備を進めます。 

住宅改善への支援 
住宅改修事業や移動・移乗支援用具などの日常生活用具の給付事

業などにより、住宅改善を支援します。 

住宅の確保・整備 
市営住宅への優先入居や家賃の減免などにより、障害者を含む住

宅確保要配慮者＊への住宅の確保を図ります。 
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７ 防災・防犯 
 

【現状・課題】 

障害者アンケート調査によると、災害時にひとりで避難できるかは［避難できない］が３

割強となっています。手帳別でみると、身体障害者手帳所持者、療育手帳所持者で［避難で

きない］が高くなっています。また、災害時に困ると思うことは［安全なところまですばや

く避難できない］が最も高く、次いで［対応を自分で判断して行動することが難しい］とな

っています。手帳別では、身体障害者手帳所持者で［安全なところまですばやく避難できな

い］、療養手帳所持者で［対応を自分で判断して行動することが難しい］、精神障害者保健福

祉手帳所持者で［環境の変化に対応できるか（パニックにならないか）不安］、手帳所持なし

で［一般の避難場所では投薬や治療を受けることが難しい］など、異なる項目が困難なこと

として上位になっており、障害等の特性に応じた避難体制の構築が求められます。 

ヒアリング調査では、「災害時に備え、障害者への配慮を事前に検討・準備する必要がある」

という意見があげられています。また、行政と事業所が連携し具体的な想定をした対応を検

討しておく必要があります。 

災害時には行政や事業所、家族だけでなく、地域での支え合いが重要になります。障害者

アンケート調査によると、近所付き合いについて［顔を合わせたときにあいさつする程度］

が最も高く、次いで［ほとんど付き合いはない］となっています。ヒアリング調査では、「障

害者も防災訓練等に参加している一方で、相互に交流した方法では実施されていない」とい

う意見があげられました。地域住民の障害理解を促進し、災害時に協力できる体制づくりや、

日ごろからの地域との交流が求められます。 
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方向性１ 地域の防災対策の充実  
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 

事業 取り組み内容 

避難行動要支援者＊

台帳の整備と活用促

進 

避難行動要支援者＊台帳への登録を促進し、登録者の同意のもと

民生委員児童委員協議会、自主防災会、地域包括支援センター、

消防署及び警察署等と情報共有を図り、災害時支援の充実を図り

ます。 

当事者参加の防災訓

練の実施 

市総合防災訓練に障害当事者等の参加を働きかけ、感染症などの

二次被害防止を踏まえた避難所体験やヘルプカード＊を活用した

訓練により、障害者の防災対策を促進します。 

 

 

方向性２ 防災・防犯体制の強化 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 

事業 取り組み内容 

避難所の福祉的整備 

障害福祉事業所等を福祉避難所に指定し、施設担当者と備蓄品等

の検討を行うとともに、その他の避難所においても、障害特性に

応じた支援や合理的配慮を推進します。 

災害時に向けた福祉

事業所等の体制整備 

災害時の円滑かつ迅速な支援を実施するため、災害被害想定を踏

まえた要配慮者利用施設の安全対策や、災害時における地域の事

業所間の連携体制を整備します。 

緊急時の情報提供体

制の整備 

ケーブルテレビ、防災行政無線、メール配信サービス等を用いて、

災害時の障害者等への情報伝達体制の整備を図ります。 

防犯体制の充実 

防犯意識の高揚を図るため、広報啓発活動を強化し、防犯教育を

充実するとともに、地域の防犯パトロール活動の充実を図りま

す。また、障害福祉施設の安全体制の確保を図ります。 
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８ 障害理解、権利擁護 
 

【現状・課題】 

障害者アンケート調査によると、障害があることで差別や嫌な思いをすることが〚ある〛

（［ある］と［少しある］の合算）が４割強となっており、手帳別でみると、療育手帳所持者、

精神障害者保健福祉手帳所持者で〚ある〛が高くなっています。障害児アンケート調査でも

〚ある〛が約６割となっています。ヒアリング調査によると、障害への理解を促進する取り

組みとして、「学校での福祉実践教室や、ボランティア活動、イベント等を通じた交流が行わ

れ、徐々に障害理解が進んでいる」という意見がみられる一方、より多様な形で交流を促進

することが求められています。 

平成２８年に［障害者差別解消法］が施行され、障害理解の促進に向けて様々な取り組み

が実施されていますが、障害を理由とした差別が起こらないよう引き続き取り組む必要があ

ります。 

また、障害者アンケート調査によると、障害への市民の理解を深めるために必要なことは、

［わからない］を除き、［学校での障害理解を深める教育］が最も高く、次いで［障害のある

人の就労・就学などの支援］となっています。学校や就労の場など、日常的な場面で障害に

ついて理解を深めていくことが求められます。 

 障害者やその家族等から構成される当事者団体は、様々な交流活動や相談等を行う活動主

体として機能しています。一方で、ヒアリング調査によると、団体の活動での課題や問題点

は、［新規メンバーの加入が少ない］が最も高く、次いで［役員のなり手がいない］［メンバー

が仕事・家事などで忙しい］となっています。半分以上の団体で、新規メンバーの加入が少

ないことが課題となっており、活動の意義やメリットを周知していくことが必要となってい

ます。 

障害者の権利擁護のため、権利擁護や虐待防止についての対策が求められます。障害者ア

ンケート調査によると、成年後見制度について、［名前を聞いたことがあるが、内容は知らな

い］［名前も内容も知らない］がそれぞれ３割前後となっています。成年後見制度の将来的な

利用については、［わからない］が最も高く、次いで［利用する必要がない］となっています

が、手帳別でみると、療育手帳所持者で［利用したい］が他と比べて高くなっています。ま

た、障害児アンケートでも、［利用させたい］が２割程度みられます。制度の周知と、利用し

やすい仕組みづくりが求められます。 
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方向性１ 障害理解の促進と差別解消の推進 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 

事業 取り組み内容 

福祉教育の推進 
小中学校や高校で、福祉実践教室やボランティア体験教室を実施

し、児童・生徒の障害理解の促進を図ります。 

交流教育・保育の推

進 

特別支援学級と通常学級や、特別支援学校と居住地校の児童・生

徒が、障害の有無に関わらず、交流できる機会の拡充を図ります。 

地域における障害理

解の促進 

社会福祉法人通所者福利厚生支援補助事業や地域福祉推進会議

等により、障害を含めた福祉に対する意識啓発や、障害の有無に

関わらない交流の促進を図ります。 

差別解消、障害理解

の 促 進 に 関 す る 広

報・啓発 

［碧南市における障害を理由とする差別の解消の推進に関する

対応要領］に基づき、市の広報やホームページを通じて、障害者

への差別解消や合理的配慮の提供、障害者週間、ヘルプマーク＊

などについての周知を図ります。 

当事者団体、ボラン

ティア、ＮＰＯ団体

等の活動支援 

市民活動団体やボランティア団体への活動支援や団体間の交流

等を支援します。 

 

 

方向性２ 虐待防止・権利擁護の推進 
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

 

事業 取り組み内容 

権利擁護に関する意

識啓発 

成年後見制度や虐待防止、意思決定支援等をテーマにした講習会

等を実施し、市民の権利擁護に関する意識啓発を図ります。 

権利擁護に関する支

援体制の充実 

障害者の虐待防止・権利擁護を図り、関係機関と連携した支援体

制及び総合相談体制の充実を図ります。 

成年後見制度等の利

用促進 

意思決定支援が必要な障害者の権利を擁護するため、成年後見制

度や日常生活自立支援事業の適切な利用を支援します。 

 

 

 

 

  


